
令和 ７ 年度 健祥会グループ「処遇改善」

「新」介護職員等処遇改善加算（「増率」R6.6～）及び
介護人材確保・職場環境改善等事業補助金を一部
活用した健祥会グループ職員の賃金改善について

健祥会グループ職員の処遇改善について

介護保険・福祉支援室長 桝 田 和 平



令和７年度 健祥会グループの「待遇改善」は、介護保険制度等
の加算・補助金だけでは成し得ない「賃金改善」を実施します。

中村理事長の大英断で、一般企業に負けない「賃金改善」を実施！
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【健祥会グループ 令和７年４月１日からの賃金改善（認定こども園は別途）】

① 【月給者】 ベースアップ（基本給表「別表１」の改定） 一律 5,000円/月 増額

但し、東京ステージは、ベースアップに代えて、年間休日 ７日増とする。（年間115日）

【時給者】 特別昇給（時給の改定） １５ ％ 増額
但し、昇給額の算定基準日は「令和６年４月１日」の時給とする

② 【各種手当の改定】 ０９年手当の増額
「対象職種」 四国・東京：看護職員・事務職員・調理員 関西：事務職員(時給者）

【月給者】 一律 2,000円/月 増額 【時給者】 時間給（09年手当） １０ 円/時 増額

③ 【月給者】 特別昇給（調整手当増額）にて賃金アップを実施
①「縁の下の力持ち評価」（利用者様や施設のために常に頑張っている職員の評価）

②年齢・経験等と個々の職務上の評価も加味し、同等の状況の職員との均衡を図る。

※ 時給者にも状況に応じて特別昇給を実施



【○介護分野の生産性向上・職場環境改善等による更なる賃上げ等の支援】

施策名：介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策 （介護人材確保・職場環境改善等事業）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護人材の確保のためには、他産業の選択・他産業への流出を防ぐため、全産業平均の給与と差がつく中、緊急的に賃金の引き上げ
が必要。

○ 賃上げとともに、介護現場における生産性を向上し、業務効率化や職場環境の改善を図ることにより、職員の離職の防止・職場定着を
推進することが重要。

・介護職員等処遇改善加算（※１）を取得している事業所のうち、生産性を向上し、更なる業務効率化や職場環境の改善を図り、介護人材
確保・定着の基盤を構築する事業所に対し、所要の額を補助する。

※１ 介護職員等処遇改善加算の更なる取得促進をあわせて実施。

・介護事業所において、その介護職員等が、更なる生産性向上・職場環境改善のため、自身の業務を洗い出し、その改善方策にも関与でき
る形とする等のための基盤構築を図る。このため、補助は当該職場環境改善等の経費（※２）に充てるほか、介護職員等（※３）の人件費に
充てることを可能とする。

※２ 介護助手等を募集するための経費や、職場環境改善等（例えば、処遇改善加算の職場環境要件の更なる実施）のための様々な取組を実施するための研修等の経
費 など

※３ 当該事業所における介護職員以外の職員を含む。

介護現場における生産性向上や職場環境改善等を図ることにより、介護職員の確保・定着や介護サービスの質の向上につなげる。

令和６年度補正予算 806億円

老健局老人保健課
（内線3968）

介
護
事
業
所

都
道
府
県

① 介護人材確保・職場環境改善等
事業計画書等を提出

② 交付決定、補助金交付

③ 実績報告書を提出

※ 国保連システムを改修し、都道府県は、国保連から提供された各
事業所の交付額一覧に基づき交付決定を実施。国保連システム
を改修するとともに、国・都道府県に必要な事務費等を確保

■支給対象
（１）介護職員等処遇改善加算の取得事業所
（２）以下の職場環境改善等に向けた取組を行い、そのための計画を策定し、

都道府県に提出する事業所

① 施設、居住サービス、多機能サービス、短期入所サービス等

→  生産性向上推進体制加算の取得等に向けて、介護職員等の業務
の洗い出し、棚卸しとその業務効率化など、改善方策の立案を行う

② 訪問、通所サービス等
→  介護職員等の業務の洗い出し、棚卸しとその業務効率化など、改善
方策立案を行う
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（② 省略）



【介護人材確保・職場環境改善事業補助金】 （都道府県単位で交付）

いわゆる、介護職員１人当たり「５４,０００円」の一時金支給を基本とした補助金です。
令和６年度厚労省補正予算で支給決定となりましたが、令和７年度の一般企業の
賃上げ状況等と比べて余りにも見劣りします。介護関係全職員に社保増額を考慮し
分配すると１人当たり「２８,２００円」の一時金にしかなりません。
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健祥会グループでは、一般企業の賃上状況を考慮し、少額としか言えない「一時金支給」
に代えて、ベースアップ等の実施を含め、大幅な賃金改善を行うこととしました。
そのため、この補助事業による賃金改善（一時金支給等）は、令和７年度の賃金改善額

に含まれていることをご承知ください。

（介護関係者にとっては、「R7.4月から３～４ヶ月分」の賃上げ分はこの補助金を一部
財源としますが、皆さんの今回の昇給分はその後もなくならず、健祥会グループの
独自の財源で支給されることになることをご理解ください。）

【基本的考え】 一度切りの「一時金支給」より永続的な「ベースアップ等」を実施

【介護職員等処遇改善加算】令和６年６月～「一本化・増率」

健祥会グループでは、Ｒ５年度の処遇改善はＲ４.１０月に独自財源で前倒しで ７,０００円
のベースアップを行い、 令和６年度の処遇改善は、増率（２ヵ年分考慮）されたことより、
０９年手当の増額及びＲ６定期昇給の方法で実施しました。

０９年手当増額： ・ 月給者「介護：5,000円/月・その他職種：3,000円/月」
・ 時給者「介護：２０円/時・その他職種：１０円/時）

※上記実施により、Ｒ６年度に処遇改善加算Ｒ６・Ｒ７年度分はほぼ消費していますので、
Ｒ７年度は定期昇給の一部を充当することで要件を満たすこととなります。



② Ｒ６.６～「介護職員等処遇改善加算」による賃金改善について

国（厚生労働省）が説明する賃金アップは、Ｒ６年６月～（給与に反映はＲ６.８月～）:２.５%（支援補助金

と同列で考えると、「７,５００円/ 月」）、さらにＲ７.４月～:２.０%」（同じく「６,０００円/月」となります。

つまり、Ｒ７年度は、Ｒ５年度と比較すると合計「１３,５００円/月」のアップを意図しています。
※ 支援補助金と同様に介護職限定の考察ですので、社会保険料増分の考慮や職種の比率「６：４」で

配分すると、平均「Ｒ６：３,９３０円/月・Ｒ７：３,１４４円/月の支給額となってしまいます。
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Ｒ６年度、あなたの給与は幾ら上がりましたか？

多くの方は、既に処遇改善加算による「２ヵ年分の賃金アップ額」に到達しています！



健祥会グループで取り組んでいる「職場環境の改善」は・・・

職場環境の改善・整備について

生産性向上への取組は、制度として「しなければならない事項」というだけでなく、
個々の「業務の効率化」を図ることにより、人財確保・育成・定着にも繋がります。

そして、その結果が「働きやすい環境作り」ともなってきます。

「介護職員等処遇改善加算」では、「職場環境等要件」として研修の実施などキャリアアップに
向けた取組、ICT の活用など生産性向上の取組等の実施が求められていました。
その要件が、令和７年度から変更され必須化されることとなっています。

【令和７年度から変更される点（重要な変更抜粋）】
「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組

⑰ 厚生労働省が示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築
（委員会やプロジェクトチームの立ち上げ又は外部の研修会の活用等）を行っている

⑱ 現場の見える化（課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施等）を実施している

① まず、特養・老健・グループホーム・小規模多機能では、「生産性向上体制推進加算Ⅱ」
の取得を行い、「生産性向上ガイドライン」を手本にして、業務改善のプロジェクトチーム

を立ち上げ、小さなことから「３M・５S」活動等により深く取り組んでください。
※ ３M活動：「ムダ・ムラ・ムリ」解消 ５S活動：「整理・整頓・清掃・清潔・習慣」の実施
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健祥会グループの処遇改善加算 【職場環境等要件】実施事項

健祥会グループで
は「研修の受講や
キャリア段位制度」
と人事考課の連動
ではなく、 キャリア

プランシートや
目標管理シート等
の別の手法を使っ
て資質の向上策や
評価方法をシステ
ム化しています。

今後の最大の課題
は、生産性の向上
（業務の効率化）
を如何に深化させ

科学的介護の実践
（ｻｰﾋﾞｽの質向上）

を図るかです。

「とくしま介護現場DXサ
ポートセンター」の研修
等も活用してください。



「賃金改善」以外の処遇改善策（今までに実施した改善策）の説明

① 任用要件・賃金体系について
○ 介護職員等の任用については「職位、職責又は職務内容等」に応じた任用等の要件

（管理職への登用や賃金に関するものを含む。）を定め、「職位、職責又は職務内容等」に
応じた賃金体系を定めています。

○ 「資質向上の目標」や「具体的な計画」を図るキャリアプランシート及び目標管理シート
の作成等のキャリアパス制度を活用し、ステップアップに繋がる自己及び評価者の評価
を給与規程の「人事評価基準」に照らし合わせ、昇給・昇格にも反映させています。

※ 詳しくは、就業規則・給与規程は常に閲覧できますのでそれにて確認してください。
また、不明な点があれば施設長（管理者）に問い合わせてください。

② 研修の実施等について
○ キャリアプランシートや目標管理シート等の意向・目標を達成するため、資質向上に

必要な研修の実施又は研修の機会を確保しています。
・ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施

（OJT、OFF-JT等）するとともに、介護職員等の能力評価を実施。
・ 資格取得のための支援（研修受講のための受講費用等の助成や勤務シフトの調整、

休暇の付与等）を行い、 また取得資格に対応する手当（資格手当）を支給しています。

③ 昇給する仕組みについて
○ 経験に応じて昇給する仕組み「定期昇給」や「勤続年数」・「経験年数」などに応じて昇給

する仕組み「職能手当等での評価等」の基本的な昇給システムに加え、キャリアパス制度
に基づき、職務・職責・貢献度等を累積する 「評価ポイント」 による「昇給・昇格システム」

も構築しています。 8


